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1.はじめに 

バイオマス利活用については，地球温暖化防止，循環型社会の形成，地域の活性化など

に大きく貢献するものであるとして，平成 14 年 12 月に「バイオマス・ニッポン総合戦略」

として閣議決定された。その中で，農村地域において発生する家畜排せつ物，農業残渣，

食品系残渣，木質系残渣等は発生量も多く，これらの農地還元などの循環型社会への転換

を進めていくことはバイオマス利活用に大きく貢献するものである。 

 本調査では，農村地域におけるバイオマス利活用施設の整備を，PFI(Private Finance 

Initiative)手法を活用して実施する事業を想定し，その事業におけるリスクについて民間

事業者と地方自治体に対しアンケートを行い，官民での考え方や意見の相違点を抽出し整

理するとともに，VFM(Value for Money)の算定等を行った。 

2.目的 

PFI 等民間活力導入はサービス向上やトータルコスト縮減を図る手法として期待が高ま

っており，他の公共事業においても活用が図られつつある。 

このような背景のもと，農村地域において公共セクターが行っているバイオマス利活用

事業について，PFI 事業化の成立要件を検討し，PFI 等民間活用手法を用いたバイオマス利

活用施設整備促進の可能性・有効性を明らかにし，バイオマス利活用事業の推進の足がか

りとすることを目的とした。 

3.アンケート調査等で使用した仮想バイオマス利活用施設の設定 

設定したバイオマス利活用施設の概略は表-1

のとおり。豚ふん尿，生ごみ，農業集落排水処

理施設汚泥を対象として，メタン発酵し発電す

る。発酵液は一次処理し下水道へ放流し，残渣

は堆肥化を行うこととした。 

4.アンケート調査 

PFI 手法を用いて，事業を実施する際におい

ては，官と民でのリスク分担が重要な課題とな

る。そのため，本調査では，仮想事業におけるリスク分担表を民間事業者と地方自治体と

に提示し，それぞれのリスク項目に対して，表-3 のとおり５段階で評価してもらい，これ
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表-1 バイオマス利活用施設概略 

諸元

原料 豚ふん尿 18,000ｔ/年

生ごみ 9,000ｔ/年

農集汚泥 2,000ｔ/年

3,000ｍ
3
Ｎ/日（メタンガス67%）

250ｋＷ

2.5ｔ/日以下（含水率35%）

消化液を一次処理して下水道放流排水処理施設

項目

メタンガス発生量

発電量

堆肥生産量



表-2 前提条件 

ＰＳＣ ＰＦＩ

公設公営 ＢＯＴ方式

事業期間 設計・建設

運営

施設整備 900,000千円 810,000千円

維持管理・運営 85,000千円 76,500千円

資金調達

3年

20年

事業費

環づくり交付金（事業費の1/2）

項目

事業形式

表-3 リスク分担の設定 

1 民間事業者のリスク
2 どちらかといえば民間事業者のリスク
3 リスクの分担について協議、もしくはわからな
4 どちらかといえば官のリスク
5 官のリスク

表-4 シミュレーション結果 

目標 算定値
最低DSCR 1.0以上 1.28
平均DSCR 1.2以上 1.7
EIRR 6～15% 10.80%
PIRR 4～10% 5.90%
内部保留率 税率後利益の1／11  

PIRR: 事業の採算性を評価する指標 

EIRR: 出資者にとっての投資採算性を計る指標

により，官民での考え方・意見の相違点を抽出

することとした。 

5.シミュレーション 

表-1 および表-2 で示した前提条件で，事業

者の収支（損益計算と資金収支），自治体の支払

額，VFM 比較表などの簡易なシミュレーション

を行い，種々の指標から事業の妥当性について

検 討 を 行 っ た 。 今 回 の 検 討 に お い て は ，

PIRR(Project Internal Rate of Return)を 4～10%，

EIRR(Equity Internal Rate of Return)を 6～15％

として設定し，計算を行った。 

6.結果と考察 

（１）アンケートの集計結果 

供給リスクおよび需要リスクについて，民

間事業者では「地方自治体のリスク」と考え

る傾向が強く，地方自治体においては「協議

する，わからない」との結果であった。 

事業者側で調整のできないバイオマス原料の確保や製品の販路について，民間事業者は

不安と感じる結果が得られた。 

これらのことから，今回設定した事業に対し民間事業者の参加を見込むためには，不

確定要素であるバイオマスの確保と製品供給に関するリスクを地方自治体が分担し，施

設の変換技術等の性能に関するリスクを民間事業者が分担することを基本に検討する

ことが重要であると思われる。 

（２）シミュレーション結果 

維持管理・運営について，PFI 事業者に公設公営で実施する場合の 10%低減額で委託し，

その他営業外収入として逆有償で得られる処理委託費等を 15,000 千円/年見込むことで，

目標値を達成することが可能であることが分かった。その際の VFM は 6.6％となった。 

今後，感度分析が必要であると考えているが，定量的評価が得られる事業計画のポイ

ントとして，①処理委託費の増額，②維持管理費・運営費の削減などがあげられる。ま

た，その他 VFM 以外の既存の廃棄物処理施設長寿命化等のような定性的な評価を考慮し

PFI の適否を検討することが望まれる。 

7.おわりに 

バイオマス利活用施設事業の実施にあたり，事業の収益性や長期算定性の課題に対し，

一定の見通しをもって官民のリスク分担を行うことは非常に重要であり，PFI 手法の検討

を行うことは PFI 事業化の適否にかかわらず，非常に重要であると思われる。 
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